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第一部 【企業情報】 

 

第１ 【企業の概況】 

 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 
第７期 

第３四半期 
累計期間 

会計期間 
自  2021年７月１日 
至  2022年３月31日 

売上高 (千円) 1,111,886 

経常利益 (千円) 120,873 

四半期純利益 (千円) 121,175 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － 

資本金 (千円) 100,000 

発行済株式総数 (株) 93,160 

純資産額 (千円) 780,300 

総資産額 (千円) 1,219,127 

１株当たり四半期純利益 (円) 39.41 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期純利益 

(円) － 

１株当たり配当額 (円) － 

自己資本比率 (％) 63.7 

 

回次 
第７期 

第３四半期 
会計期間 

会計期間 
自 2022年１月１日 
至 2022年３月31日 

１株当たり四半期純利益 (円) 48.39 

(注)1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

2．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

3．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期会計期間の期首から

適用しており、当第３四半期累計期間及び当第３四半期会計期間に係る主要な経営指標等については、当該会

計基準等を適用した後の指標等となっております。詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期財務諸表 注記

事項 （会計方針の変更）」をご参照ください。 

4．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

5．当社は、2022年５月22日付で、普通株式について１株につき40株の割合で株式分割を行っておりますが、第7期

の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を記載しております。 
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２ 【事業の内容】 

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。 
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第２ 【事業の状況】 

 

１ 【事業等のリスク】 

該当事項はありません。 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。 

 

（1）経営成績の状況 

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に対する各種政策やワクチン接種普及等

により一時持ち直しの動きが見られたものの、新たな変異株の感染拡大に伴い再び経済活動が抑制される等、厳しい

状況で推移しました。さらにその影響による資源価格の高騰や供給制約、ウクライナ情勢の緊迫化による経済不安も

加わり、依然として先行きが不透明な状況が続いております。 

このような経営環境のなか、当社は、ミッションである「心地よい未来を、データとつくる。」の実現に向け、

日々増加を続けるリアル行動ビッグデータに対応するための体制強化やデータ解析精度の向上など、リアル行動デー

タプラットフォーム「Beacon Bank®」の強化に注力し、お客様の売上向上やマーケティング課題の解決に取り組んで

まいりました。 

具体的な取り組みとして、三井住友カード株式会社が提供する決済端末「stera terminal」に対して、ビーコンア

プリ「Stap（スタップ）powered by Beacon Bank」の提供を、株式会社博展と共にリアル行動ビッグデータの解析に

基づく高精度ターゲティングを実現するデジタル広告サービス『イベシルAD』の提供を、株式会社プレイドが提供す

るCX（顧客体験）プラットフォーム「KARTE」と「Beacon Bank®」の連携を、それぞれ開始しました。また、オンラ

インイベントの開催や各種展示会への出展を通じて、プロダクト及びサービスの広報活動を積極的に行ってまいりま

した。 

以上の取り組みの結果、当第３四半期累計期間の業績は、売上高1,111,886千円、営業利益120,490千円、経常利益

120,873千円、四半期純利益121,175千円となりました。 

 

（2）財政状態の状況 

（資産） 

当第３四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末に比べて273,300千円増加し、1,219,127千円となりました。こ

れは主に、受取手形、売掛金及び契約資産の増加300,118千円、現金及び預金の増加83,564千円、受取手形及び売掛

金の減少95,534千円、投資その他の資産の減少32,097千円によるものであります。 

 

（負債） 

当第３四半期会計期間末の負債合計は、前事業年度末に比べて152,125千円増加し、438,827千円となりました。こ

れは主に、買掛金の増加123,152千円、その他の増加39,278千円、長期借入金の減少15,003千円によるものでありま

す。 

 

（純資産） 

当第３四半期会計期間末の純資産は、前事業年度末に比べて121,175千円増加し、780,300千円となりました。これ

は、利益剰余金の増加413,419千円、資本剰余金の減少292,244千円によるものであります。 

 

（3）研究開発活動 

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、3,789千円であります。なお、当第３四半期累計期間にお

いて、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

 

３ 【経営上の重要な契約等】 

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 
  



― 4 ― 

第３ 【提出会社の状況】 

 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 650,000 

計 650,000 

(注)１．2022年５月16日開催の臨時株主総会決議により定款変更を行い、発行可能株式総数は350,000株となっておりま

す。 

２．2022年５月６日開催の取締役会決議により、2022年５月22日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能株

式総数は13,650,000株増加し、14,000,000株となっております。 

 

 

② 【発行済株式】 
 

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(2022年３月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(2022年６月24日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 93,160 3,526,400 非上場 (注)１、２、３、４ 

計 93,160 3,526,400 － － 

(注)１．2022年５月19日開催の取締役会決議により、2022年５月19日付で自己株式5,000株を消却した結果、発行済株式

総数は88,160株となりました。また、2022年５月６日開催の取締役会により、2022年５月22日付で普通株式１株

につき40株の株式分割を行っております。これにより、発行済株式総数が3,438,240株増加して3,526,400株とな

っております。 

２．2022年５月16日開催の臨時株主総会決議により、2022年５月22日付で１単元を100株とする単元株制度を採用し

ております。 

３．2022年５月16日開催の臨時株主総会決議により、定款の一部変更を行い株式の譲渡制限を削除しております。 

４．完全議決権株式であり、権利内容になんら限定のない当会社における標準となる株式であります。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

 

② 【その他の新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

2022年３月１日 
（注） 

普通株式 

32,560 

A種優先株式 

△17,980 

AA種優先株式 

△2,500 

B種優先株式 

△2,500 

C種優先株式数 
△9,580 

普通株式 
93,160 

－ 100,000 － － 

(注) 優先株式の転換 

2022年２月14日開催の取締役会決議、2022年２月28日開催の臨時株主総会の決議により、2022年３月１日付でA種優

先株式17,980株、AA種優先株式2,500株、B種優先株式2,500株及びC種優先株式9,580株を自己株式として取得し、そ

の対価として普通株式をそれぞれ17,980株、2,500株、2,500株、9,580株交付しております。また、2022年２月17日

開催の取締役会決議により、自己株式として取得した当該A種優先株式、AA種優先株式、B種優先株式及びC種優先株

式の全てを2022年３月１日付で消却しております。 

 

(5) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

     2022年３月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

16,300 
－ － 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

76,860 
普通株式 

76,860 

内容については「１ 株式等の状況 
（１）株式の総数等 ②発行済株式」
に記載しております。 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 93,160 － － 

総株主の議決権 － 76,860 － 

 

② 【自己株式等】 

    2022年３月31日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社unerry 

東京都港区虎ノ門１丁目17
番１号 

16,300 － 16,300 17.5 

計 － 16,300 － 16,300 17.5 
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２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第４ 【経理の状況】 

 

１  四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63号)

に基づいて作成しております。 

 

２  監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第216条第６項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2022年１

月１日から2022年３月31日まで)及び第３四半期累計期間(2021年７月１日から2022年３月31日まで)に係る四半期財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３  四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

 (単位：千円) 

 
当第３四半期会計期間 
(2022年３月31日) 

資産の部  

  流動資産  

    現金及び預金 883,898 

    受取手形、売掛金及び契約資産 300,118 

    棚卸資産 18,311 

    その他 14,916 

    流動資産合計 1,217,244 

  固定資産  

    無形固定資産 70 

    投資その他の資産 1,812 

    固定資産合計 1,883 

  資産合計 1,219,127 

負債の部  

  流動負債  

    買掛金 209,168 

    1年内返済予定の長期借入金 20,004 

    未払法人税等 216 

    その他 99,444 

    流動負債合計 328,833 

  固定負債  

    長期借入金 109,994 

    固定負債合計 109,994 

  負債合計 438,827 

純資産の部  

  株主資本  

    資本金 100,000 

    資本剰余金 590,682 

    利益剰余金 121,175 

    自己株式 △35,045 

    株主資本合計 776,812 

  新株予約権 3,487 

  純資産合計 780,300 

負債純資産合計 1,219,127 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第３四半期累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第３四半期累計期間 
(自  2021年７月１日 
至  2022年３月31日) 

  売上高 1,111,886 

  売上原価 653,977 

  売上総利益 457,909 

  販売費及び一般管理費 337,418 

  営業利益 120,490 

  営業外収益  

    受取利息 6 

    ポイント還元収入 188 

    助成金収入 340 

    その他 10 

  営業外収益合計 545 

  営業外費用  

    支払利息 157 

    為替差損 5 

    その他 0 

  営業外費用合計 163 

  経常利益 120,873 

  税引前四半期純利益 120,873 

  法人税、住民税及び事業税 217 

  法人税等調整額 △519 

  法人税等合計 △301 

  四半期純利益 121,175 
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【注記事項】 

(会計方針の変更等) 

（収益認識に関する会計基準等の適用） 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号  2020年3月31日。以下、「収益認識会計基準等」とい

う。)を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、分析・可

視化サービス及び行動変容サービスの一部の取引について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認

識しておりましたが、顧客へのサービス提供における当社の役割が代理人に該当する取引について、当該対価の

総額から第三者に対する支払額を差し引いた純額で収益を認識する方法に変更しております。 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、従前の会計処理と比較して、当第３四半期累計期間の売上高及び売上原価は143,493千円減少してお

りますが、営業利益、経常利益及び四半期純利益には影響はありません。また、利益剰余金期首残高に与える影

響はありません。 

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において「流動資産」に表示していた「受取手

形及び売掛金」は、第１四半期会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示することといたし

ました。また「流動負債」の「その他」に含めていた「前受金」と「前受収益」は、第１四半期会計期間より

「契約負債」として表示することといたしましたが、金額的重要性が乏しいため「流動負債」の「その他」に含

めて表示しております。 

 

(追加情報) 

(時価の算定に関する会計基準等の適用) 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期財務諸表に与える影響はあ

りません。 

 

(新型コロナウイルス感染症拡大の会計上の見積りに与える影響) 

新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）の（追加情報）に記載した前事業年度の新型コロナウイルス

感染症の影響に関する仮定について、重要な変更はありません。 

 

(株主資本等関係) 

当第３四半期累計期間(自  2021年７月１日  至  2022年３月31日) 

１. 配当金支払額 

該当事項はありません。 

 

２. 基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの 

該当事項はありません。 

 

３. 株主資本の著しい変動 

当社は、2021年９月29日開催の定時株主総会の決議により、同日付で会社法第452条の規定に基づき、その他資

本剰余金を減少し、繰越利益剰余金に振替え、欠損填補を行っております。この結果、当第３四半期累計期間にお

いて、その他資本剰余金が292,244千円減少し、繰越利益剰余金が292,244千円増加しております。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

当社はBeacon Bank事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

(収益認識関係) 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

 

当第３四半期累計期間(自  2021年７月１日 至  2022年３月31日) 

 (単位：千円) 

 Beacon Bank事業 

分析・可視化サービス 412,559 

行動変容サービス 407,879 

One to Oneサービス 291,447 

顧客との契約から生じる収益 1,111,886 

その他の収益 － 

外部顧客への売上高 1,111,886 

 

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
当第３四半期累計期間 
(自  2021年７月１日 
至  2022年３月31日) 

１株当たり四半期純利益 39円41銭 

(算定上の基礎)  

  四半期純利益(千円) 121,175 

  普通株主に帰属しない金額(千円) － 

  普通株式に係る四半期純利益(千円) 121,175 

  期中平均株式数（株） 3,074,400 

    （うち普通株式の期中平均株式数(株)） 1,919,352 

    （うちA種優先株式数の期中平均株式数（株）） 637,831 

    （うちAA種優先株式数の期中平均株式数（株）） 88,686 

    （うちB種優先株式数の期中平均株式数（株）） 88,686 

    （うちC種優先株式数の期中平均株式数（株）） 339,845 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業
年度末から重要な変動があったものの概要 

－ 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、当社株式は非上場で

あり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

２．A種優先株式、AA種優先株式、B種優先株式及びC優先株式は、剰余金の配当請求権について普通株式と同

等の権利を有しているため、普通株式と同等の株式としております。 

３．当社は、2022年５月22日付けで普通株式１株につき40株の割合で株式分割を行っております。当事業年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益を算定しております。 
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(重要な後発事象) 

(新株予約権の行使による自己株式の処分) 

当社が2018年６月28日に発行した第１回新株予約権の一部について、2022年4月4日に以下の通り権利行使され、

自己株式の処分が行われております。 

 

１．行使新株予約権の数 500個 

２．処分した自己株式数 5,000株 

３．行使価額の総額 18,190千円 

 

（自己株式の消却） 

当社は、2022年５月19日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づく自己株式の消却を行うこと

を決議し、以下の通り自己株式を消却しました。 

  （1）消却の理由      ：株主還元の拡充および将来の希薄化懸念の払拭 

  （2）消却する株式の種類  ：当社普通株式 

  （3）消却する株式の数   ：5,000株（消却前の発行済株式に対する割合5.37％） 

  （4）消却日        ：2022年５月19日 

 

（株式分割及び単元株制度の採用） 

当社は、2022年５月６日開催の取締役会決議に基づき、2022年５月22日付で株式分割を行っております。また、

上記株式分割に伴い、2022年５月16日開催の臨時株主総会に基づき、定款の一部を変更し、単元株制度を採用い

たしました。 

 

（１）株式分割、単元株制度の目的 

当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げることにより、流動性の向上及び投資家層の拡大を図ること

を目的とし株式分割をするとともに、１単元を100株とする単元株制度を採用いたしました。 

 

（２）株式分割の概要 

①分割の方法2022年5月21日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、普通株式１株

につき40株の割合をもって分割しております。 

 

②分割により増加する株式数  

株式分割前の発行済株式総数              88,160株  

今回の株式分割により増加する株式数    3,438,240株  

株式分割後の発行済株式総数       3,526,400株  

株式分割後の発行可能株式総数         14,000,000株 

 

③株式分割の効力発生日  

2022年５月22日        

 

④１株当たり情報に与える影響 

「１株当たり情報」は、当該株式分割が当事業年度の期首に行われたものと仮定して算出しており、これ

による影響については、当該箇所に反映しております。 

 

         (３)単元株制度の概要 

     単元株制度を採用し、普通株式の単元株式を100株といたしました。 
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２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

 

該当事項はありません。 
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